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第１ 【企業の概況】 

１ 【主要な経営指標等の推移】 

  

 
(注) １ 売上高には、消費税等は含まれておりません。 

２ 当社は中間連結財務諸表を作成しておりませんので、「連結会計年度に係る主要な経営指標等の推移」に

ついては記載しておりません。 

３ 「持分法を適用した場合の投資利益」については、関連会社を有してないため記載しておりません。 

４ 「潜在株式調整後１株当たり中間(当期)純利益金額」については、潜在株式がないため、また、第54期中

間期は１株当たり中間純損失であるため記載しておりません。 

５ 純資産額の算定にあたり、第53期中間期から「貸借対照表の純資産の部の表示に関する会計基準」(企業

会計基準第５号）及び「貸借対照表の純資産の部の表示に関する会計基準等の適用指針」(企業会計基準

適用指針第８号）を適用しております。 

  

第一部 【企業情報】

回次 第52期中 第53期中 第54期中 第52期 第53期

会計期間

自 平成17年 
  ４月１日 
至 平成17年 
  ９月30日

自 平成18年
  ４月１日 
至 平成18年 
  ９月30日

自 平成19年
  ４月１日 
至 平成19年 
  ９月30日

自 平成17年 
  ４月１日 
至 平成18年 
  ３月31日

自 平成18年
  ４月１日 
至 平成19年 
  ３月31日

売上高 千円 10,694,691 10,569,715 9,880,407 21,854,705 21,637,693

経常利益 千円 1,586,108 1,003,451 243,233 2,915,658 1,923,407

中間(当期)純利益又は中
間純損失（△）

千円 700,402 587,483 △19,782 1,427,526 1,104,575

持分法を適用した場合の 
投資利益

千円 ― ― ― ― ―

資本金 千円 3,387,300 3,387,300 3,387,300 3,387,300 3,387,300

発行済株式総数 株 15,732,000 15,732,000 15,732,000 15,732,000 15,732,000

純資産額 千円 36,390,905 36,916,818 36,347,906 36,962,934 37,009,310

総資産額 千円 45,140,476 44,049,176 42,655,496 43,582,358 43,208,406

１株当たり純資産額 円 2,313.53 2,347.05 2,324.30 2,347.43 2,352.95

１株当たり中間 
(当期)純利益金額又は中
間純損失金額（△）

円 44.53 37.35 △1.26 88.21 70.23

潜在株式調整後 
１株当たり中間 
(当期)純利益金額

円 ― ― ― ― ―

１株当たり配当額 円 16.50 16.50 16.50 33.00 33.00

自己資本比率 ％ 80.6 83.8 85.2 84.8 85.7

営業活動による 
キャッシュ・フロー

千円 1,218,439 1,643,939 1,386,293 2,534,638 2,817,993

投資活動による 
キャッシュ・フロー

千円 △2,237,727 △458,600 △169,288 △5,440,060 △1,976,444

財務活動による 
キャッシュ・フロー

千円 △314,981 △259,428 △411,051 △575,508 △519,198

現金及び現金同等物 
の中間期末(期末)残高

千円 5,990,889 4,770,138 4,972,531 3,844,228 4,166,577

従業員数 人 523 536 538 517 531



２ 【事業の内容】 

当中間会計期間において、当社が営んでいる事業の内容に重要な変更はありません。 

また、事業区分による部門についても単一としており、異動はありません。 

なお、主要販売製品を品目別に示すと、次のとおりであります。 

  

 
  

３ 【関係会社の状況】 

該当事項はありません。 

  

４ 【従業員の状況】 

(1) 提出会社の状況 

  

 
(注) 従業員は就業人員であります。 

  

(2) 労働組合の状況 

昭和32年２月11日結成され、日本化学エネルギー産業労働組合に所属しております。平成19年９

月30日現在の組合員数は、197名であります。なお、労使関係は良好に推移しており、過去に紛争、

争議等の行為はありません。 

  

品目別 主要販売製品

上水道関連
水道用硬質塩化ビニル管・継手、量水器ボックス、止水栓ボックス、水栓柱、水道用
樹脂製バルブ、給水特殊継手、制水弁筐、散水栓ボックス

下水道関連
下水道用硬質塩化ビニル管・継手、排水用特殊継手、塩ビ製インバートマス、塩ビ製
小型マンホール、排水用吸気弁、雨水マス

環境機器関連 小型浄化槽、排水処理関連施設、グリーストラップ、雑排水処理槽、トイレ・タンク

その他 プラント用樹脂製バルブ、水洗パン、サワーコーン

従業員数 538人



第２ 【事業の状況】 

１ 【業績等の概要】 

(1) 業績 

当中間会計期間におけるわが国経済は、国内外の需要の活発化に伴ない生産が増加し、また、企業収

益の改善に支えられ、民間設備投資も引き続き増加基調で推移いたしました。企業業績の好調を受けて

雇用者所得は緩やかな増加を続けており、個人消費は底堅く推移し景気は緩やかに拡大いたしました。

しかしながら、当社の関連する上水道・下水道業界におきましては、引き続き低調な公共投資に加え

て、改正建築基準法が６月20日に施行されて以来、建築確認の申請手続きが遅延している影響により戸

建住宅の新設住宅着工戸数が大幅に減少いたしました。さらには塩化ビニル樹脂をはじめとする原材料

の再三におよぶ値上げにより、前期にも増して一段と厳しい環境で推移いたしました。 

このような状況から上水道・下水道製品の需要が停滞し、売上高は前年同期比で減収となりました。

また、当初計画に見込んではありましたが、法人税法の改正に伴う減価償却費の負担増が製造原価を押

し上げたこと、さらに、原材料値上げに伴う製品販売価格への転嫁が一向に進まなかったことが各利益

を圧迫いたしました。 

なお、従来より税効果会計を適用しておりますが、業績及び将来の業績予測等を勘案し、繰延税金資

産の計上を慎重に検討した結果、当中間会計期間において繰延税金資産の取崩し１億86百万円を行いま

した。 

  この結果、当中間会計期間の売上高は98億80百万円（前年同期比6.5％減）となりました。利益面に

つきましては、営業利益１億14百万円（前年同期比87.2％減）、経常利益２億43百万円（前年同期比

75.8％減）、中間純損失19百万円となりました。 

その他の概況といたしましては、平成19年７月11日に当社を含む塩化ビニル管製造メーカ各社が、独

占禁止法違反（価格カルテル）の疑いで公正取引委員会の立ち入り調査を受けております。当社といた

しましては、全面的に調査に協力しております。 

また、あらたなる事業分野開拓の一環として平成19年７月25日に共和工業株式会社と締結いたしまし

た基本合意書に基づき、共和成型株式会社の当社子会社化に向けて鋭意努力しております。 

  

(2) キャッシュ・フロー 

当中間会計期間における現金及び現金同等物（以下「資金」という。）は49億72百万円となり、前期

末に比べ８億５百万円（19.3％）増加となりました。 

当中間会計期間における各キャッシュ・フローは次のとおりであります。 

(営業活動によるキャッシュ・フロー) 

営業活動の結果得た資金は、主に、税引前中間純利益３億40百万円及び減価償却費10億60百万円の計

上により、13億86百万円（前年同期比２億57百万円減）となりました。 

(投資活動によるキャッシュ・フロー) 

投資活動の結果使用した資金は、主に、投資有価証券の売却による収入５億45百万円と有形固定資産

の取得による支出５億91百万円により、１億69百万円（前年同期比２億89百万円減）となりました。 

(財務活動によるキャッシュ・フロー) 

財務活動の結果支出した資金は、自己株式の取得による支出１億51百万円と配当金の支払２億59百万

円により４億11百万円（前年同期比１億51百万円増）となりました。 



２ 【生産、受注及び販売の状況】 

(1) 生産実績 

イ 生産実績 

当社は、事業区分による部門が単一であるため、事業部門別で示すことができません。 

なお、当中間期の生産実績を品目別に示すと、次のとおりであります。 

  

 
(注) 金額は、販売価格により記載しており消費税等は含まれておりません。 

  

ロ 商品仕入実績 

当社は、事業区分による部門が単一であるため、事業部門別で示すことができません。 

なお、当中間期の仕入実績を品目別に示すと、次のとおりであります。 

  

 
(注) 金額は、仕入価格により記載しており消費税等は含まれておりません。 

  

(2) 受注状況 

当社の主要製品は大部分見込生産でありますが、一部(水処理装置)については、受注生産を行っ

ております。 

  

 
(注) 金額は、販売価格により記載しており消費税等は含まれておりません。 

  

品目別

当中間会計期間
(自 平成19年４月１日
至 平成19年９月30日)

生産高(千円) 前年同期比(％)

上水道関連 2,778,669 △9.8

下水道関連 6,358,618 △4.6

環境機器関連 668,480 △12.0

その他 256,670 △27.2

合計 10,062,439 △7.3

品目別

当中間会計期間
(自 平成19年４月１日
至 平成19年９月30日)

仕入高(千円) 前年同期比(％)

上水道関連 33,558 △7.1

下水道関連 31,512 △32.4

環境機器関連 670 △59.3

その他 92,396 △7.1

合計 158,138 △14.0

品目別

当中間会計期間
(自 平成19年４月１日
至 平成19年９月30日)

金額(千円) 前年同期比(％)

環境機器関連 
(水処理装置)

受注高 107,485 △26.9

受注残高 22,887 △78.1



(3) 販売実績 

当社は、事業区分による部門が単一であるため、事業部門別で示すことができません。 

なお、当中間期の販売実績を品目別に示すと、次のとおりであります。 

  

 
(注) １ 金額には、消費税等は含まれておりません。 

２ 総販売実績に対し、10％以上に該当する販売先はありません。 

  

品目別

当中間会計期間
(自 平成19年４月１日
至 平成19年９月30日)

販売高(千円) 前年同期比(％)

製品

上水道関連 2,645,608 △8.5

下水道関連 6,074,425 △5.3

環境機器関連 706,967 △2.5

その他 274,915 △17.4

小計 9,701,917 △6.4

商品

上水道関連 37,881 △11.9

下水道関連 36,265 △33.2

環境機器関連 984 △54.0

その他 103,358 △4.0

小計 178,490 △13.8

合計 9,880,407 △6.5



３ 【対処すべき課題】 

当中間会計期間において、当社の事業上および財務上の対処すべき課題に重要な変更、新たに生じた課

題はありません。 

  

４ 【経営上の重要な契約等】 

当社旧戸田工場（埼玉県戸田市）跡地について、平成19年7月2日にオリックス株式会社と「事業用借地

権設定に関する覚書」を結びました。なお、本件土地はテナントである株式会社本久により、温浴施設と

して営業を開始する予定です。 

  

５ 【研究開発活動】 

当社の研究開発活動は、合成樹脂の性能・物性及び配合に関する研究と製品を作り出す射出成形・押出

成形・ブロー成形用金型の設計技術および成形技術などの総合的な技術開発をベースとして、お客様のニ

ーズ・市場の変化に対応した、上水道・下水道および環境機器関連分野、雨水マスを中心とした第三の水

分野の確立、さらに第四の事業の創出による新分野の開拓に向けた当社独自製品の開発に取り組んでおり

ます。 

 当中間会計期間において、特に重点をおき活動した研究開発は、上水道関連製品においては、量水器

ボックスの使い勝手を追求し、調整枠の品揃えや地域性の高い特殊品の開発を進め、ＨＩ補修用バルブの

機能性・デザイン性を追求し拡販すべくリニューアルいたしました。 

下水道関連製品においては、「ホルソー受口」を既存の内付けから外付けタイプとして製品のラインア

ップの充実を図り、さらにビニマス関連では、ビル、マンションなどの大型集合住宅や工場、公共施設な

どの雨水対応として「大口径雨水マス」・「大口径雨水浸透マス」を完成させ、雨水マスのシリーズのラ

インアップの充実を図りました。そして、砕石不要の「雨水貯留浸透マス」の戸建て住宅用雨水貯留浸透

マスシステムや大型の「雨水貯留浸透施設」の開発に着手しました。 

また、昨今省エネまたは環境配慮面からはエコキュート排水用や空調ドレンの戸建て用から業務用まで

を網羅した最適な排水特殊継手および部材の開発を進めております。 

環境機器関連製品においては、中型浄化槽を１４人槽から５０人槽まで９機種と小型浄化槽（脱窒素

型）「ＶＲＸ－１０」を販売し、浄化槽におけるラインアップの充実を図りました。環境問題については

引き続きプラスチックスのリサイクル活動に積極的に取り組み、三層成形技術の研究や硬質塩化ビニルの

再生材料を使用した量水器ボックスの開発を進めてまいりました。 

当中間会計期間における研究開発費の総額は、２億36百万円（消費税等を除く）であります。なお、平

成19年９月30日現在における国内外の工業所有権の総数は、462件であります。 



第３ 【設備の状況】 

１ 【主要な設備の状況】 

当中間会計期間において、主要な設備に重要な異動はありません。 

  

２ 【設備の新設、除却等の計画】 

当中間会計期間において、前事業年度末(平成19年３月31日)に計画した重要な設備の新設、除却等につ

いて、重要な変更はありません。また、新たに確定した重要な設備の新設、除却等の計画はありません。

  



第４ 【提出会社の状況】 

１ 【株式等の状況】 

(1) 【株式の総数等】 

① 【株式の総数】 

  

 
  

② 【発行済株式】 

  

 
  

(2) 【新株予約権等の状況】 

該当事項はありません。 

  

(3) 【ライツプランの内容】 

該当事項はありません。 

  

(4) 【発行済株式総数、資本金等の状況】 

  

 
  

種類 発行可能株式総数(株)

普通株式 36,000,000

計 36,000,000

種類
中間会計期間末 
現在発行数(株) 

(平成19年９月30日)

提出日現在
発行数(株) 

(平成19年12月12日)

上場金融商品取引所
名又は登録認可金融
商品取引業協会名

内容

普通株式 15,732,000 同左
東京証券取引所
市場第一部

―

計 15,732,000 同左 ― ―

年月日
発行済株式 
総数増減数 

(株)

発行済株式
総数残高 
(株)

資本金増減額
 

(千円)

資本金残高
 

(千円)

資本準備金 
増減額 
(千円)

資本準備金
残高 
(千円)

平成19年４月１日 

～平成19年９月30日
― 15,732,000 ― 3,387,300 ― 6,363,390



(5) 【大株主の状況】 

平成19年９月30日現在 

 
(注)１  Taiyo Fund Management Co.LLCから平成19年2月2日付で提出された変更報告書により、同年1月29日現在

における株券等保有割合が5.01%から3.98%（保有株券等の数626,400株）に１%以上減少した旨報告を受

けておりますが、当社としては当中間会計期間末現在における保有株式数の確認ができていませんの

で、上記大株主の状況には含めておりません。 

  ２  Arnhold and S. Bleichroeder Advisers,LLCから平成19年10月２日付で提出された変更報告書により、

同年９月27日現在における株券等保有割合が8.62%から10.06%（保有株券等の数1,582,300株）に１%以上

増加した旨報告を受けておりますが、当社としては当中間会計期間末現在における保有株式数の確認が

できていませんので、上記大株主の状況には含めておりません。 

  

氏名又は名称 住所
所有株式数
(千株)

発行済株式 
総数に対する 
所有株式数 
の割合(％)

ステート ストリート バンク
アンド トラスト カンパニー 
(常任代理人株式会社みずほ 
コーポレート銀行)

米国・ボストン 
(東京都中央区日本橋兜町６番７号)

1,230 7.8

前澤工業株式会社 東京都中央区八重洲二丁目７番２号 879 5.6

前澤給装工業株式会社 東京都目黒区鷹番二丁目13番５号 842 5.4

ザ バンク オブ ニユーヨー
ク ノントリーテイー ジヤス
デツク アカウント
(常任代理人 株式会社三菱東京
ＵＦＪ銀行)

米国・ニューヨーク
(東京都千代田区丸の内二丁目７番１号)

654 4.2

モルガン・スタンレーアンドカ
ンパニー インク
(常任代理人モルガン・スタン 
レー証券株式会社)

米国・ニューヨーク
(東京都渋谷区恵比寿四丁目20番３号)

499 3.2

ステート ストリート バンク
アンド トラスト カンパニー 
505044 
(常任代理人株式会社みずほ 
コーポレート銀行)

米国・ボストン 
(東京都中央区日本橋兜町６番７号)

461 2.9

タイヨウ ファンド・エル・ピ
ー 
(常任代理人香港上海銀行)

米国・ウィルミントン
(東京都中央区日本橋三丁目11番１号)

432 2.7

ザ バンク オブ ニユーヨー
ク  ジヤスデイツク トリーテ
イー アカウント 
(常任代理人株式会社みずほ  
コーポレート銀行)

ベルギー・ブリュッセル
(東京都中央区日本橋兜町６番７号)

412 2.6

財団法人前澤育英財団 東京都中央区八重洲二丁目７番２号 360 2.3

株式会社りそな銀行 大阪府大阪市中央区備後町二丁目２番１号 291 1.8

計 ― 6,064 38.5



(6) 【議決権の状況】 

① 【発行済株式】 

平成19年９月30日現在 

 
(注) １ 「完全議決権株式(自己株式等)」の欄は、すべて当社保有の自己株式であります。 

２ 「完全議決権株式(その他)」の欄には、証券保管振替機構名義の株式が1,400株（議決権14個）含まれて

おります。 

３ 「単元未満株式」の欄には、当社保有の自己株式が６株含まれております。 

  

② 【自己株式等】 

平成19年９月30日現在 

 
  

２ 【株価の推移】 

【当該中間会計期間における月別最高・最低株価】 

  

 
(注) 最高・最低株価は、東京証券取引所市場第一部によるものであります。 

  

３ 【役員の状況】 

前事業年度の有価証券報告書の提出日後、当半期報告書の提出日までにおいて、役員の異動はあり

ません。 

  

区分 株式数(株) 議決権の数(個) 内容

無議決権株式 ― ― ―

議決権制限株式(自己株式等) ― ― ―

議決権制限株式(その他) ― ― ―

完全議決権株式(自己株式等)
(自己保有株式)

― ―
普通株式 93,800

完全議決権株式(その他)
普通株式

156,201 ―
15,620,100

単元未満株式 普通株式 18,100 ― １単元(100株)未満の株式

発行済株式総数 15,732,000 ― ―

総株主の議決権 ― 156,201 ―

所有者の氏名 
又は名称

所有者の住所
自己名義
所有株式数 

(株)

他人名義
所有株式数 

(株)

所有株式数 
の合計 
(株)

発行済株式
総数に対する
所有株式数 
の割合(％)

(自己保有株式)
前澤化成工業株式会社

東京都中央区八重洲
二丁目７番２号

93,800 ― 93,800 0.6

計 ― 93,800 ― 93,800 0.6

月別
平成19年 
４月

５月 ６月 ７月 ８月 ９月

最高(円) 1,790 1,716 1,690 1,718 1,755 1,680

最低(円) 1,605 1,636 1,604 1,629 1,634 1,577



第５ 【経理の状況】 

１ 中間財務諸表の作成方法について 

当社の中間財務諸表は、「中間財務諸表等の用語、様式及び作成方法に関する規則」(昭和52年大蔵省

令第38号。以下「中間財務諸表等規則」という。)に基づいて作成しております。 

なお、前中間会計期間(平成18年４月１日から平成18年９月30日まで)は、改正前の中間財務諸表等規則

に基づき、当中間会計期間(平成19年４月１日から平成19年９月30日まで)は、改正後の中間財務諸表等規

則に基づき作成しております。 

  

２ 監査証明について 

当社は、証券取引法第193条の２の規定に基づき、前中間会計期間(平成18年４月１日から平成18年９月

30日まで)の中間財務諸表についてはみすず監査法人により中間監査を受け、また、金融商品取引法第193

条の２第１項の規定に基づき、当中間会計期間(平成19年４月１日から平成19年９月30日まで)の中間財務

諸表については新日本監査法人により中間監査を受けております。 

なお、当社の監査人は次のとおり交代しております。 

  前中間会計期間  みすず監査法人 

  当中間会計期間  新日本監査法人 

  

３ 中間連結財務諸表について 

当社は、子会社がないため、中間連結財務諸表は作成しておりません。 

  



１ 【中間財務諸表等】 

(1) 【中間財務諸表】 

① 【中間貸借対照表】 

  

 
  

前中間会計期間末

(平成18年９月30日)

当中間会計期間末

(平成19年９月30日)

前事業年度の 
要約貸借対照表 

(平成19年３月31日)

区分
注記 
番号

金額(千円)
構成比
(％)

金額(千円)
構成比
(％)

金額(千円)
構成比
(％)

(資産の部)

Ⅰ 流動資産

 １ 現金及び預金 5,796,282 6,446,637 5,491,995

 ２ 受取手形 ※２ 5,160,631 4,647,671 5,402,121

 ３ 売掛金 3,542,637 3,372,245 3,392,515

 ４ 有価証券 1,250,855 1,253,093 1,251,782

 ５ たな卸資産 2,780,101 2,779,073 2,455,194

 ６ その他 842,330 681,011 577,704

   貸倒引当金 △94,600 △25,000 △86,700

   流動資産合計 19,278,240 43.8 19,154,734 44.9 18,484,613 42.8

Ⅱ 固定資産

 １ 有形固定資産 ※１

  (1) 建物 4,926,356 4,656,803 4,789,020

  (2) 機械及び装置 3,346,536 2,841,022 2,976,069

  (3) 工具器具 
    及び備品

1,730,563 1,801,584 1,776,879

  (4) 土地 3,794,817 4,326,544 4,326,544

  (5) その他 415,897 337,088 395,962

    有形固定資産合計 14,214,171 13,963,044 14,264,476

 ２ 無形固定資産 721,117 705,520 776,440

 ３ 投資その他の資産

  (1) 投資有価証券 9,191,488 8,004,412 8,935,667

  (2) その他 686,912 852,566 777,003

    貸倒引当金 △42,753 △24,781 △29,794

   投資その他の資産 

   合計
9,835,648 8,832,198 9,682,876

   固定資産合計 24,770,936 56.2 23,500,762 55.1 24,723,793 57.2

   資産合計 44,049,176 100.0 42,655,496 100.0 43,208,406 100.0



 
  

前中間会計期間末

(平成18年９月30日)

当中間会計期間末

(平成19年９月30日)

前事業年度の 
要約貸借対照表 

(平成19年３月31日)

区分
注記 
番号

金額(千円)
構成比
(％)

金額(千円)
構成比
(％)

金額(千円)
構成比
(％)

(負債の部)

Ⅰ 流動負債

 １ 支払手形 2,511,629 2,460,823 2,476,457

 ２ 買掛金 1,245,786 1,118,122 961,309

 ３ 未払法人税等 457,835 178,769 116,959

 ４ 賞与引当金 388,000 350,000 363,000

 ５ 役員賞与引当金 20,000 ― 30,000

 ６ その他 1,516,208 1,271,832 1,338,385

   流動負債合計 6,139,460 13.9 5,379,547 12.6 5,286,111 12.2

Ⅱ 固定負債

 １ 繰延税金負債 858,983 800,049 777,184

 ２ 役員退職慰労金 
   引当金

96,400 86,900 96,400

 ３ その他 37,514 41,092 39,400

   固定負債合計 992,897 2.3 928,042 2.2 912,984 2.1

   負債合計 7,132,357 16.2 6,307,590 14.8 6,199,096 14.3

(純資産の部)

Ⅰ 株主資本

 １ 資本金 3,387,300 7.7 3,387,300 7.9 3,387,300 7.8

 ２ 資本剰余金

  (1) 資本準備金 6,363,390 6,363,390 6,363,390

   資本剰余金合計 6,363,390 14.4 6,363,390 14.9 6,363,390 14.7

 ３ 利益剰余金

  (1) 利益準備金 846,825 846,825 846,825

  (2) その他利益剰余金

    特別償却準備金 43,459 26,288 32,012

    別途積立金 22,510,000 23,210,000 22,510,000

    繰越利益剰余金 2,161,309 1,456,734 2,430,319

   利益剰余金合計 25,561,594 58.0 25,539,847 59.9 25,819,157 59.8

 ４ 自己株式 △4,935 △0.0 △156,701 △0.3 △5,156 △0.0

   株主資本合計 35,307,348 80.1 35,133,836 82.4 35,564,690 82.3

Ⅱ 評価・換算差額等

 １ その他有価証券 
   評価差額金

1,609,470 1,214,070 1,444,620

   評価・換算差額等 
   合計

1,609,470 3.7 1,214,070 2.8 1,444,620 3.4

   純資産合計 36,916,818 83.8 36,347,906 85.2 37,009,310 85.7

   負債純資産合計 44,049,176 100.0 42,655,496 100.0 43,208,406 100.0

 



 ② 【中間損益計算書】 

  

 
  

前中間会計期間

(自 平成18年４月１日
至 平成18年９月30日)

当中間会計期間

(自 平成19年４月１日
至 平成19年９月30日)

前事業年度の
要約損益計算書

(自 平成18年４月１日
至 平成19年３月31日)

区分
注記 
番号

金額(千円)
百分比
(％)

金額(千円)
百分比
(％)

金額(千円)
百分比
(％)

Ⅰ 売上高 10,569,715 100.0 9,880,407 100.0 21,637,693 100.0

Ⅱ 売上原価 6,941,160 65.7 6,956,356 70.4 14,467,696 66.9

   売上総利益 3,628,555 34.3 2,924,051 29.6 7,169,996 33.1

Ⅲ 販売費及び 
  一般管理費

2,737,559 25.9 2,809,978 28.4 5,432,569 25.1

   営業利益 890,996 8.4 114,073 1.2 1,737,427 8.0

Ⅳ 営業外収益 ※１ 119,833 1.2 136,919 1.4 217,477 1.0

Ⅴ 営業外費用 ※２ 7,377 0.1 7,759 0.1 31,498 0.1

   経常利益 1,003,451 9.5 243,233 2.5 1,923,407 8.9

Ⅵ 特別利益 ※３ 75,756 0.7 112,609 1.1 103,504 0.5

Ⅶ 特別損失 ※４ 33,912 0.3 15,266 0.2 54,302 0.3

   税引前中間(当期) 
   純利益

1,045,295 9.9 340,576 3.4 1,972,610 9.1

   法人税、住民税 
   及び事業税

※５ 435,000 167,000 645,000

   法人税等調整額 ※５ 22,811 457,811 4.3 193,359 360,359 3.6 223,034 868,034 4.0

   中間(当期)純利益 587,483 5.6 ― 1,104,575 5.1

   中間純損失 ― 19,782 △0.2 ―



 ③ 【中間株主資本等変動計算書】 

前中間会計期間(自 平成18年４月１日 至 平成18年９月30日) 

  

 
  

 
  

(注) １ その他利益剰余金の内訳 

 
(注) ２ 平成18年６月の定時株主総会における利益処分項目であります。 

  

株主資本

資本金

資本剰余金 利益剰余金

自己株式 株主資本合計
資本準備金 利益準備金

その他利益
剰余金(注)１

利益剰余金
合 計

平成18年３月31日残高(千円) 3,387,300 6,363,390 846,825 24,426,814 25,273,639 △4,824 35,019,505

中間会計期間中の変動額

 剰余金の配当(注)２ △259,529 △259,529 △259,529

 役員賞与(注)２ △40,000 △40,000 △40,000

 中間純利益 587,483 587,483 587,483

 自己株式の取得 △111 △111

中間会計期間中の変動額合計 

(千円)
― ― ― 287,954 287,954 △111 287,842

平成18年９月30日残高(千円) 3,387,300 6,363,390 846,825 24,714,769 25,561,594 △4,935 35,307,348

評価・換算差額等
純資産合計

その他有価証券 
評価差額金

平成18年３月31日残高(千円) 1,943,428 36,962,934

中間会計期間中の変動額

 剰余金の配当(注)２ △259,529

 役員賞与(注)２ △40,000

 中間純利益 587,483

 自己株式の取得 △111

 株主資本以外の項目の中間 

 会計期間中の変動額(純額)
△333,957 △333,957

中間会計期間中の変動額合計 

(千円)
△333,957 △46,115

平成18年９月30日残高(千円) 1,609,470 36,916,818

特別償却
準備金

別途積立金
繰越利益
剰余金

合計

平成18年３月31日残高(千円) 32,432 21,510,000 2,884,382 24,426,814

中間会計期間中の変動額

 特別償却準備金の取崩(注)２ △10,883 10,883 ―

  特別償却準備金の積立(注)２ 21,910 △21,910 ―

 別途積立金の積立(注)２ 1,000,000 △1,000,000 ―

 剰余金の配当(注)２ △259,529 △259,529

 役員賞与(注)２ △40,000 △40,000

 中間純利益 587,483 587,483

中間会計期間中の変動額合計 
(千円)

11,027 1,000,000 △723,073 287,954

平成18年９月30日残高(千円) 43,459 22,510,000 2,161,309 24,714,769



当中間会計期間(自 平成19年４月１日 至 平成19年９月30日) 

  

 
  

 
(注) 平成19年９月中間決算処理に伴う取崩であります。 

  

株主資本

資本剰余金 利益剰余金

資本金
資本準備金 利益準備金

その他利益剰余金

特別償却準備金 別途積立金 繰越利益剰余金

平成19年３月31日残高(千円) 3,387,300 6,363,390 846,825 32,012 22,510,000 2,430,319

中間会計期間中の変動額

 剰余金の配当 △259,526

 特別償却準備金の取崩(注) △5,723 5,723

 別途積立金の積立 700,000 △700,000

 中間純損失 △19,782

 自己株式の取得

 株主資本以外の項目の中間  
 会計期間中の変動額(純額)

中間会計期間中の変動額合計 
(千円)

△5,723 700,000 △973,585

平成19年９月30日残高(千円) 3,387,300 6,363,390 846,825 26,288 23,210,000 1,456,734

株主資本 評価・換算差額等

純資産合計
自己株式 株主資本合計

その他有価証券
評価差額金

平成19年３月31日残高(千円) △5,156 35,564,690 1,444,620 37,009,310

中間会計期間中の変動額

 剰余金の配当 △259,526 △259,526

 特別償却準備金の取崩(注) ― ―

 別途積立金の積立 ― ―

 中間純損失 △19,782 △19,782

 自己株式の取得 △151,544 △151,544 △151,544

 株主資本以外の項目の中間  
 会計期間中の変動額(純額)

△230,550 △230,550

中間会計期間中の変動額合計  
(千円)

△151,544 △430,854 △230,550 △661,404

平成19年９月30日残高(千円) △156,701 35,133,836 1,214,070 36,347,906



  

前事業年度(自 平成18年４月１日 至 平成19年３月31日) 

  

 
  

 
(注) １ 平成18年６月の定時株主総会における利益処分項目259,529千円および中間配当金259,528千円でありま

す。 

２ 平成18年６月の定時株主総会における利益処分項目であります。 

３ 平成18年６月の定時株主総会における利益処分による積立21,910千円、取崩10,883千円および平成19年３

月決算処理に伴う取崩11,447千円であります。 

  

株主資本

資本剰余金 利益剰余金

資本金
資本準備金 利益準備金

その他利益剰余金

特別償却準備金 別途積立金 繰越利益剰余金

平成18年３月31日残高(千円) 3,387,300 6,363,390 846,825 32,432 21,510,000 2,884,382

事業年度中の変動額

 剰余金の配当(注)１ △519,058

 役員賞与(注)２ △40,000

 特別償却準備金の積立(注)３ 21,910 △21,910

 特別償却準備金の取崩(注)３ △22,330 22,330

 別途積立金の積立(注)２ 1,000,000 △1,000,000

 当期純利益 1,104,575

 自己株式の取得

 株主資本以外の項目の 
 事業年度中の変動額(純額)

事業年度中の変動額合計(千円) △419 1,000,000 △454,063

平成19年３月31日残高(千円) 3,387,300 6,363,390 846,825 32,012 22,510,000 2,430,319

株主資本 評価・換算差額等

純資産合計
自己株式 株主資本合計

その他有価証券
評価差額金

平成18年３月31日残高(千円) △4,824 35,019,505 1,943,428 36,962,934

事業年度中の変動額

 剰余金の配当(注)１ △519,058 △519,058

 役員賞与(注)２ △40,000 △40,000

 特別償却準備金の積立(注)３ ― ―

 特別償却準備金の取崩(注)３ ― ―

 別途積立金の積立(注)２ ― ―

 当期純利益 1,104,575 1,104,575

 自己株式の取得 △332 △332 △332

 株主資本以外の項目の 
 事業年度中の変動額(純額)

△498,807 △498,807

事業年度中の変動額合計(千円) △332 545,184 △498,807 46,376

平成19年３月31日残高(千円) △5,156 35,564,690 1,444,620 37,009,310



④ 【中間キャッシュ・フロー計算書】 

  

 
  

前中間会計期間

(自 平成18年４月１日
至 平成18年９月30日)

当中間会計期間

(自 平成19年４月１日
至 平成19年９月30日)

前事業年度の
要約キャッシュ・
フロー計算書

(自 平成18年４月１日
至 平成19年３月31日)

区分
注記 
番号

金額(千円) 金額(千円) 金額(千円)

Ⅰ 営業活動によるキャッシュ・フロー

 １ 税引前中間(当期)純利益 1,045,295 340,576 1,972,610

 ２ 減価償却費 865,039 1,060,819 1,906,802

 ３ 貸倒引当金の増減額(減少は△) 3,922 △66,713 △16,937

 ４ 賞与引当金の増減額(減少は△) 26,000 △13,000 1,000

 ５ 役員賞与引当金の増減額 
   (減少は△)

20,000 △ 30,000 30,000

 ６ 退職給付引当金の減少額 △6,412 ― △6,412

 ７ 前払年金費用の増加額 △30,079 △28,892 △71,926

 ８ 役員退職慰労金引当金の減少額 △38,700 △9,500 △38,700

 ９ 受取利息及び受取配当金 △87,112 △99,575 △166,650

 10 支払利息 3,975 ― 7,927

 11 固定資産除売却損益 △41,660 9,455 △34,819

 12 投資有価証券売却益 △153 △45,500 △27,553

 13 売上債権の減少額 124,187 779,732 46,615

 14 たな卸資産の増加額 △390,707 △323,879 △65,800

 15 仕入債務の増減額(減少は△) 232,852 123,857 △59,297

 16 その他の資産負債等の増減額 
   (減少は△)

350,779 △304,443 490,947

 17 役員賞与の支払額 △40,000 ― △40,000

    小計 2,037,225 1,392,938 3,927,805

 18 解体撤去費用の支払額 △20,022 ― △272,972

 19 利息及び配当金の受取額 79,670 99,429 166,434

 20 利息の支払額 △3,975 ― △7,927

 21 法人税、住民税及び 
   事業税の支払額

△448,959 △106,073 △995,348

   営業活動による 
   キャッシュ・フロー

1,643,939 1,386,293 2,817,993

Ⅱ 投資活動によるキャッシュ・フロー

 １ 定期預金の預入による支出 △2,027,000 △2,620,000 △4,354,200

 ２ 定期預金の払戻による収入 2,007,000 2,470,000 4,034,000

 ３ 投資有価証券の取得による支出 △1,698 △2,449 △1,043,456

 ４ 投資有価証券の売却による収入 466 545,500 1,036,316

 ５ 投資有価証券の分配による収入 ― 29,000 ―

 ６ 有形固定資産の取得による支出 △450,004 △591,866 △1,568,674

 ７ 有形固定資産の売却による収入 79,138 6,676 82,138

 ８ 無形固定資産の取得による支出 △63,681 △10,597 △164,427

 ９ その他投資等の取得又は 
   返還による収支

△2,821 4,448 1,859

   投資活動による 
   キャッシュ・フロー

△458,600 △169,288 △1,976,444



 
  

前中間会計期間

(自 平成18年４月１日
至 平成18年９月30日)

当中間会計期間

(自 平成19年４月１日
至 平成19年９月30日)

前事業年度の
要約キャッシュ・
フロー計算書

(自 平成18年４月１日
至 平成19年３月31日)

区分
注記 
番号

金額(千円) 金額(千円) 金額(千円)

Ⅲ 財務活動によるキャッシュ・フロー

 １ 短期借入れによる収入 1,340,000 ― 2,480,000

 ２ 短期借入金の返済による支出 △1,340,000 ― △2,480,000

 ３ 自己株式の取得による支出 △111 △151,544 △332

 ４ 配当金の支払額 △259,316 △259,506 △518,865

   財務活動による 
   キャッシュ・フロー

△259,428 △411,051 △519,198

Ⅳ 現金及び現金同等物の増加額 925,910 805,953 322,349

Ⅴ 現金及び現金同等物の期首残高 3,844,228 4,166,577 3,844,228

Ⅵ 現金及び現金同等物の 
  中間期末(期末)残高

4,770,138 4,972,531 4,166,577



中間財務諸表(財務諸表)作成の基本となる重要な事項 

  

 
  

項目
前中間会計期間

(自 平成18年４月１日
至 平成18年９月30日)

当中間会計期間
(自 平成19年４月１日
至 平成19年９月30日)

前事業年度
(自 平成18年４月１日
至 平成19年３月31日)

１ 資産の評価

基準及び評

価方法

(1) 有価証券

①満期保有目的の債券

  償却原価法(定額法)

(1) 有価証券

①満期保有目的の債券

    同左

(1) 有価証券

①満期保有目的の債券

    同左

②その他有価証券 

 時価のあるもの

中間期末日の市場価

格等に基づく時価法

(評価差額は全部純資

産直入法により処理

し、時価と比較する

取得原価は移動平均

法により算定)

②その他有価証券 

 時価のあるもの

同左

②その他有価証券

時価のあるもの

決算期末日の市場価

格等に基づく時価法

(評価差額は全部純資

産直入法により処理

し、時価と比較する

取得原価は移動平均

法により算定)

時価のないもの 

移動平均法による原

価法

  時価のないもの

同左

時価のないもの

同左

(2) たな卸資産

①商品、製品、原材料 

 仕掛品

総平均法による原価

法、ただし、仕掛品

の一部(水処理装置)

については個別法に

よる原価法

(2) たな卸資産

①商品、製品、原材料 

 仕掛品

同左

(2) たな卸資産

①商品、製品、原材料 

 仕掛品

同左

②貯蔵品

最終仕入原価法によ

る原価法

②貯蔵品

同左

②貯蔵品

同左

２ 固定資産の

減価償却の

方法

(1) 有形固定資産

定率法(ただし、平成10

年４月１日以降に取得

した建物(附属設備を除

く)については、定額

法)を採用しておりま

す。

なお、主な耐用年数は

以下のとおりでありま

す。

建物   ７～50年

機械及び装置 ８年

(1) 有形固定資産

定率法(ただし、平成10

年４月１日以降に取得

した建物(附属設備を除

く)については、定額

法)を採用しておりま

す。

なお、主な耐用年数は

以下のとおりでありま

す。

建物   ７～50年

機械及び装置 ８年

(1) 有形固定資産
定率法(ただし、平成10

年４月１日以降に取得

した建物(附属設備を除

く)については、定額

法)を採用しておりま

す。

なお、主な耐用年数は

以下のとおりでありま

す。

建物   ７～50年

機械及び装置 ８年

（会計処理の変更）

 法人税法の改正に伴

い、当中間会計期間よ

り、平成19年４月１日

以降に取得した有形固

定資産については、改

正後の法人税法に基づ

く減価償却の方法に変

更しております。

この結果、営業利益、

経常利益および税引前

中間純利益がそれぞれ

47,249千円減少してお

ります。



項目
前中間会計期間

(自 平成18年４月１日
至 平成18年９月30日)

当中間会計期間
(自 平成19年４月１日
至 平成19年９月30日)

前事業年度
(自 平成18年４月１日
至 平成19年３月31日)

（追加情報）

法人税法の改正に伴

い、平成19年３月31日

以前に取得した有形固

定資産については、改

正前の法人税法に基づ

く減価償却の方法の適

用により取得価額の

５％に到達した事業年

度の翌事業年度より、

取得価額の５％相当額

と備忘価額との差額を

５年間にわたり均等償

却し、減価償却費に含

めて計上しておりま

す。

 こ の 結 果、営 業 利

益、経常利益および税

引前中間純利益がそれ

ぞれ57,870千円減少し

ております。

(2) 無形固定資産

ソフトウェアについて

は、社内利用可能期間

(５年)に基づく定額法

を採用しております。

(2) 無形固定資産

同左

(2) 無形固定資産

同左

(3) 長期前払費用

定額法によっておりま

す。

(3) 長期前払費用

同左

(3) 長期前払費用

同左

３ 引当金の計

上基準

(1) 貸倒引当金

債権の貸倒による損失

に備えるため、一般債

権については貸倒実績

率により、貸倒懸念債

権等特定の債権につい

ては個別に回収可能性

を勘案し、回収不能見

込額を計上しておりま

す。

(1) 貸倒引当金

同左

(1) 貸倒引当金

同左

(2) 賞与引当金

従業員に対して支給す

る賞与の支出に充てる

ため、支給見込額のう

ち当中間会計期間に負

担すべき額を計上して

おります。

(2) 賞与引当金

同左

(2) 賞与引当金

従業員に対して支給す

る賞与の支出に充てる

ため、支給見込額のう

ち当事業年度に負担す

べき額を計上しており

ます。

(3) 役員賞与引当金

役員に対して支給する

賞与の支出に充てるた

め、当事業年度におけ

る支給見込額に基づ

き、当中間会計期間負

担額を計上しておりま

す。

(3) 役員賞与引当金

役員に対して支給する

賞与の支出に充てるた

め、当事業年度におけ

る支給見込額に基づ

き、当中間会計期間負

担額を計上することと

しております。

 なお、当中間会計期

間においては負担すべ

き額が見込めないため

計上しておりません。

(3) 役員賞与引当金

役員に対して支給する

賞与の支出に充てるた

め、支給見込額のうち

当事業年度に負担すべ

き額を計上しておりま

す。 

 



 
  

項目
前中間会計期間

(自 平成18年４月１日
至 平成18年９月30日)

当中間会計期間
(自 平成19年４月１日
至 平成19年９月30日)

前事業年度
(自 平成18年４月１日
至 平成19年３月31日)

（会計処理の変更）

当中間会計期間から

「役員賞与に関する会

計基準」（企業会計基

準第４号 平成17年11月

29日）を適用しており

ます。

 この結果、従来の方

法 に 比 べ て、営 業 利

益、経常利益及び税引

前 中 間 純 利 益 が、

20,000千円減少してお

ります。

（会計処理の変更）

当事業年度から「役員

賞与に関する会計基

準」（企業会計基準第

４号 平成17年11月29

日）を適用しておりま

す。

 この結果、従来の方

法 に 比 べ て、営 業 利

益、経常利益及び税引

前 当 期 純 利 益 が、

30,000千円減少してお

ります。

(4) 退職給付引当金

従業員の退職給付に備

えるため、当事業年度

末における退職給付債

務及び年金資産の見込

額に基づき、当中間会

計期間末において発生

していると認められる

額を計上することとし

ております。

なお、当中間会計期間

末においては、年金資

産見込額が退職給付債

務見込額を超過してい

る た め、超 過 額

（30,079千円）を前払

年金費用として、投資

そ の 他 の 資 産「そ の

他」に計上しておりま

す。

数理計算上の差異は、

各期の発生時における

従業員の平均残存勤務

期間以内の一定の年数

(10年)による定額法に

より按分した額をそれ

ぞれ発生の翌期から費

用処理しております。

(4) 退職給付引当金

従業員の退職給付に備

えるため、当事業年度

末における退職給付債

務及び年金資産の見込

額に基づき、当中間会

計期間末において発生

していると認められる

額を計上することとし

ております。

なお、当中間会計期間

末においては、年金資

産見込額が退職給付債

務見込額を超過してい

る た め、超 過 額

（100,819千円）を前払

年金費用として、投資

そ の 他 の 資 産「そ の

他」に計上しておりま

す。

過去勤務債務は、その

発生時における従業員

の平均残存勤務期間以

内の一定の年数(10年）

による定額法により按

分した額を費用処理し

ております。

数理計算上の差異は、

各期の発生時における

従業員の平均残存勤務

期間以内の一定の年数

(10年)による定額法に

より按分した額をそれ

ぞれ発生の翌期から費

用処理しております。

(4) 退職給付引当金

従業員の退職給付に備

えるため、当期末にお

ける退職給付債務及び

年金資産の見込額に基

づき、当期末において

発生していると認めら

れる額を計上すること

としております。

なお、当期末において

は、年金資産見込額が

退職給付債務見込額を

超過しているため、超

過額（71,926 千 円）を

前払年金費用として、

投資その他の資産「そ

の他」に計上しており

ます。

数理計算上の差異は、

各期の発生時における

従業員の平均残存勤務

期間以内の一定の年数

(10年)による定額法に

より按分した額をそれ

ぞれ発生の翌期から費

用処理しております。

(5) 役員退職慰労金引当金

役員に対する退職慰労金

の支給に備えるため、内

規に基づく必要額を計上

しております。

(5) 役員退職慰労金引当金

同左

(5) 役員退職慰労金引当金

同左

なお、平成16年６月24

日付で内規を廃止したた

め、同日後の引当金繰入

について行わないことに

し、また、引当金残高に

ついては役員の退任時ま

で凍結しております。

  

  



 
  

項目
前中間会計期間

(自 平成18年４月１日
至 平成18年９月30日)

当中間会計期間
(自 平成19年４月１日
至 平成19年９月30日)

前事業年度
(自 平成18年４月１日
至 平成19年３月31日)

４ リース取引

の処理方法

リース物件の所有権が借主

に移転すると認められるも

の以外のファイナンス・リ

ース取引については、通常

の賃貸借取引に係る方法に

準じた会計処理によってお

ります。

同左 同左

５ 中間キャッ

シ ュ・フ ロ

ー計算書(キ

ャ ッ シ ュ・

フロー計算

書)における

資金の範囲

中間キャッシュ・フロー計

算書の資金(現金及び現金同

等物)は、手許現金、随時引

き出し可能な預金及び容易

に換金可能であり、かつ、

価値の変動について僅少な

リスクしか負わない取得日

から３ヶ月以内に償還期限

の到来する短期投資からな

っております。

同左 キャッシュ・フロー計算書

の資金(現金及び現金同等

物)は、手許現金、随時引き

出し可能な預金及び容易に

換金可能であり、かつ、価

値の変動について僅少なリ

スクしか負わない取得日か

ら３ヶ月以内に償還期限の

到来する短期投資からなっ

ております。

６ その他中間

財務諸表(財

務諸表)のた

めの基本と

なる重要な

事項

(1) 消費税等の会計処理

消費税及び地方消費税

の会計処理は、税抜方

式を採用しておりま

す。

なお、仮払消費税等

及び仮受消費税等は相

殺して流動負債「その

他」に含めて表示して

おります。

(1) 消費税等の会計処理

同左

(1) 消費税等の会計処理

消費税及び地方消費税

の会計処理は、税抜方

式を採用しておりま

す。



会計処理の変更 

  
前中間会計期間

(自 平成18年４月１日
至 平成18年９月30日)

当中間会計期間
(自 平成19年４月１日
至 平成19年９月30日)

前事業年度
(自 平成18年４月１日
至 平成19年３月31日)

（貸借対照表の純資産の部の表示に

関する会計基準）

  当中間会計期間より、「貸借対

照表の純資産の部の表示に関する

会計基準」（企業会計基準第５号 

平成17年12月９日）及び「貸借対

照表の純資産の部の表示に関する

会計基準等の適用指針」（企業会

計基準適用指針第８号 平成17年12

月９日）を適用しております。

  従来の「資本の部」の合計に相

当する金額は、36,916,818千円で

あります。

    なお、当中間会計期間における

中間貸借対照表の「純資産の部」

については、中間財務諸表等規則

の改定に伴い、改正後の中間財務

諸表等規則により作成しておりま

す。

――――― （貸借対照表の純資産の部の表示に

関する会計基準）

  当事業年度から、「貸借対照表

の純資産の部の表示に関する会計

基準」（企業会計基準第５号 平成

17年12月９日）及び「貸借対照表

の純資産の部の表示に関する会計

基準等の適用指針」（企業会計基

準適用指針第８号 平成17年12月９

日）を適用しております。

  従来の「資本の部」の合計に相

当する金額は、37,009,310千円で

あります。

    なお、当事業年度における貸借

対照表の「純資産の部」について

は、財務諸表等規則の改定に伴

い、改正後の財務諸表等規則によ

り作成しております。



注記事項 

(中間貸借対照表関係) 

  

 
  

(中間損益計算書関係) 

  

 
  

前中間会計期間末 

(平成18年９月30日)

当中間会計期間末 

(平成19年９月30日)

前事業年度末 

(平成19年３月31日)

※１ 有形固定資産の減価償却累計

額

23,161,907千円

※１ 有形固定資産の減価償却累計

額

24,859,797千円

※１ 有形固定資産の減価償却累計

額

24,001,213千円

※２ 中間期末日満期手形の会計処

理については、当中間会計期間

末が金融機関の休日でありまし

たが、満期日に決済が行われた

ものとして処理しております。

   中間期末日満期手形の金額は

次のとおりであります。

    受取手形   527,017千円

※２ 中間期末日満期手形の会計処

理については、当中間会計期間

末が金融機関の休日でありまし

たが、満期日に決済が行われた

ものとして処理しております。

   中間期末日満期手形の金額は

次のとおりであります。

       受取手形      528,167千円

※２ 期末日満期手形の会計処理に

ついては、当期末が金融機関の

休日でありましたが、満期日に

決済が行われたものとして処理

しております。

   期末日満期手形の金額は次の

とおりであります。

    受取手形     578,336千円

前中間会計期間
(自 平成18年４月１日
至 平成18年９月30日)

当中間会計期間
(自 平成19年４月１日
至 平成19年９月30日)

前事業年度
(自 平成18年４月１日
至 平成19年３月31日)

※１ 営業外収益のうち主要項目

受取利息 37,282千円

受取配当金 49,829千円

※１ 営業外収益のうち主要項目

受取利息 49,741千円

受取配当金 49,834千円

※１ 営業外収益のうち主要項目

受取利息 87,481千円

受取配当金 79,169千円

※２ 営業外費用のうち主要項目

支払利息 3,975千円

※２   ――――― ※２ 営業外費用のうち主要項目

支払利息 7,927千円

 

※３ 特別利益のうち主要項目

固定資産売却益 75,602千円

※３ 特別利益のうち主要項目

投資有価証券売

却益
45,500千円

貸倒引当金戻入

益
61,938千円  

※３ 特別利益のうち主要項目

固定資産売却益 75,951千円

投資有価証券売

却益
27,553千円

※４ 特別損失のうち主要項目

固定資産除却損 33,912千円

※４ 特別損失のうち主要項目

固定資産除却損 13,466千円

※４ 特別損失のうち主要項目

固定資産除却損 39,780千円

※５ 税効果会計

中間会計期間に係る「法人

税、住民税及び事業税」及び

「法人税等調整額」は、当期に

予定しているその他利益剰余金

の処分による特別償却準備金の

取崩しを前提として、当中間会

計期間に係る金額を計算してお

ります。

※５      ――――― ※５      ―――――

 ６ 減価償却実施額

有形固定資産 832,148千円

無形固定資産 32,890千円

 ６ 減価償却実施額

有形固定資産 1,010,729千円

無形固定資産 50,090千円

 ６ 減価償却実施額

有形固定資産 1,828,488千円

無形固定資産 78,314千円



(中間株主資本等変動計算書関係) 

前中間会計期間（自 平成18年４月１日 至 平成18年９月30日） 

１ 発行済株式の種類及び総数に関する事項 

 
  

２ 自己株式の種類及び株式数に関する事項 

 
（変動事由の概況） 

増加数60株は、単元未満株式の買取りによるものであります。 

  

３ 新株予約権等に関する事項 

  該当事項はありません。 

  

４ 配当に関する事項 

  (1)配当金支払額 

 
  
  (2)基準日が当中間会計期間に属する配当のうち、配当の効力発生日が当中間会計期間後となるもの 

 
  

株式の種類
前事業年度末 
株式数（株）

当中間会計期間
 増加株式数（株）

当中間会計期間
 減少株式数（株）

当中間会計期間末
株式数（株）

普通株式 15,732,000 ― ― 15,732,000

株式の種類
前事業年度末 
株式数（株）

当中間会計期間
 増加株式数（株）

当中間会計期間
 減少株式数（株）

当中間会計期間末
株式数（株）

普通株式 2,932 60 ― 2,992

決議
株式の
種類

配当金の
総額

１株当たり
配当額

基準日 効力発生日

平成18年６月22日
定時株主総会

普通株式 259,529千円 16円50銭 平成18年３月31日 平成18年６月23日

決議 株式の種類 配当の原資 配当金の総額
１株当たり
配当額

基準日 効力発生日

平成18年11月10日
取締役会

普通株式 利益剰余金 259,528千円 16円50銭 平成18年９月30日 平成18年12月11日



当中間会計期間（自 平成19年４月１日 至 平成19年９月30日） 

１ 発行済株式の種類及び総数に関する事項 

 
  

２ 自己株式の種類及び株式数に関する事項 

 
（変動事由の概況） 

増加数90,684株の内訳は、会社法第165条第３項の規定による定款の定めに基づく自己株式の

買受け90,400株、単元未満株式の買取り284株であります。 

  

３ 新株予約権等に関する事項 

  該当事項はありません。 

  

４ 配当に関する事項 

  (1)配当金支払額 

 
  

  (2)基準日が当中間会計期間に属する配当のうち、配当の効力発生日が当中間会計期間後となるもの 

 
  

株式の種類
前事業年度末 
株式数（株）

当中間会計期間
 増加株式数（株）

当中間会計期間
 減少株式数（株）

当中間会計期間末
株式数（株）

普通株式 15,732,000 ― ― 15,732,000

株式の種類
前事業年度末 
株式数（株）

当中間会計期間
 増加株式数（株）

当中間会計期間
 減少株式数（株）

当中間会計期間末
株式数（株）

普通株式 3,122 90,684 ― 93,806

決議
株式の
種類

配当金の
総額

１株当たり
配当額

基準日 効力発生日

平成19年６月22日
定時株主総会

普通株式 259,526千円 16円50銭 平成19年３月31日 平成19年６月25日

決議 株式の種類 配当の原資 配当金の総額
１株当たり
配当額

基準日 効力発生日

平成19年11月２日
取締役会

普通株式 利益剰余金 258,030千円 16円50銭 平成19年９月30日 平成19年12月10日



前事業年度（自 平成18年４月１日 至 平成19年３月31日） 

１ 発行済株式の種類及び総数に関する事項 

 
  

２ 自己株式の種類及び株式数に関する事項 

 
（変動事由の概況） 

増加数190株は、単元未満株式の買取りによるものであります。 

  

３ 新株予約権等に関する事項 

  該当事項はありません。 

  

４ 配当に関する事項 

  (1)配当金支払額 

 
  

  (2)基準日が当事業年度に属する配当のうち、配当の効力発生日が翌事業年度となるもの 

 
  

株式の種類
前事業年度末 
株式数（株）

当事業年度
増加株式数（株）

当事業年度
減少株式数（株）

当事業年度末 
株式数（株）

普通株式 15,732,000 ― ― 15,732,000

株式の種類
前事業年度末 
株式数（株）

当事業年度
増加株式数（株）

当事業年度
減少株式数（株）

当事業年度末 
株式数（株）

普通株式 2,932 190 ― 3,122

決議 株式の種類 配当金の総額 １株当たり配当額 基準日 効力発生日

平成18年６月22日 
定時株主総会

普通株式 259,529千円 16円50銭 平成18年３月31日 平成18年６月23日

平成18年11月10日 
取締役会

普通株式 259,528千円 16円50銭 平成18年９月30日 平成18年12月11日

決議 株式の種類 配当の原資 配当金の総額
１株当たり
配当額

基準日 効力発生日

平成19年６月22日 
定時株主総会

普通株式 利益剰余金 259,526千円 16円50銭 平成19年３月31日 平成19年６月25日



(中間キャッシュ・フロー計算書関係) 

  

 
  

(リース取引関係) 

  

 
  

前中間会計期間
(自 平成18年４月１日
至 平成18年９月30日)

当中間会計期間
(自 平成19年４月１日
至 平成19年９月30日)

前事業年度
(自 平成18年４月１日
至 平成19年３月31日)

現金及び現金同等物の中間期末残高

と中間貸借対照表に掲記されている

科目の金額との関係

現金及び預金 5,796,282千円

預入期間が 
３ヶ月を超える 
定期預金

△2,277,000千円

マネー・ 
マネジメント 
・ファンド 
及び実績配当型
金銭信託

1,250,855千円

現金及び 
現金同等物

4,770,138千円

現金及び現金同等物の中間期末残高

と中間貸借対照表に掲記されている

科目の金額との関係

現金及び預金 6,446,637千円

預入期間が 
３ヶ月を超える
定期預金

△2,727,200千円

マネー・ 
マネジメント 
・ファンド 
及び実績配当型
金銭信託

1,253,093千円

現金及び 
現金同等物

4,972,531千円

現金及び現金同等物の期末残高と貸

借対照表に掲記されている科目の金

額との関係

現金及び預金 5,491,995千円

預入期間が
３ヶ月を超える
定期預金

△2,577,200千円

マネー・
マネジメント 
・ファンド 
及び実績配当型
金銭信託

1,251,782千円

現金及び
現金同等物

4,166,577千円

前中間会計期間
(自 平成18年４月１日
至 平成18年９月30日)

当中間会計期間
(自 平成19年４月１日
至 平成19年９月30日)

前事業年度
(自 平成18年４月１日
至 平成19年３月31日)

開示対象となる取引はありません 同 左 同 左



(有価証券関係) 

前中間会計期間末（平成18年９月30日） 

１ 満期保有目的の債券で時価のあるもの 

  

 
  

２ その他有価証券で時価のあるもの 

  

 
(注) その他有価証券で時価があるものの減損処理の基準は、時価が取得価額の30％以上下落した場合、回復する

見込があると認められる場合を除き、減損処理を行っております。 

なお、当中間会計期間においては、減損処理を行ったものはありません。 

  

３ 時価評価されていない主な「有価証券」 

  

 
(注) 当中間会計期間においては、減損処理を行ったものはありません。 

  

  

区分
中間貸借対照表計上額

(千円)
時価
(千円)

差額 
(千円)

(1) 国債・地方債 － － －

(2) 社債 － － －

(3) その他 1,800,003 1,559,970 △240,033

合計 1,800,003 1,559,970 △240,033

区分
取得原価
(千円)

中間貸借対照表計上額
(千円)

差額 
(千円)

(1) 株式 1,527,598 4,255,857 2,728,258

(2) 債券 － － －

(3) その他 2,333,494 2,307,503 △25,991

合計 3,861,093 6,563,360 2,702,267

区分
中間貸借対照表計上額 

(千円)

その他有価証券

マネー・マネジメント・ファンド 750,855

実績配当型金銭信託 500,000

非上場株式(店頭売買株式を除く) 828,125

合計 2,078,980



当中間会計期間末（平成19年９月30日） 

１ 満期保有目的の債券で時価のあるもの 

  

 
  

２ その他有価証券で時価のあるもの 

  

 
(注) その他有価証券で時価があるものの減損処理の基準は、時価が取得価額の30％以上下落した場合、回復する

見込があると認められる場合を除き、減損処理を行っております。 

なお、当中間会計期間においては、減損処理を行ったものはありません。 

  

３ 時価評価されていない主な「有価証券」 

  

 
(注) 当中間会計期間においては、減損処理を行ったものはありません。 

  

区分
中間貸借対照表計上額

(千円)
時価
(千円)

差額 
(千円)

(1) 国債・地方債 ─ ─ ─

(2) 社債 ─ ─ ─

(3) その他 1,800,003 1,521,990 △278,013

合計 1,800,003 1,521,990 △278,013

区分
取得原価
(千円)

中間貸借対照表計上額
(千円)

差額 
(千円)

(1) 株式 1,531,257 3,545,293 2,014,036

(2) 債券 ─ ─ ─

(3) その他 2,324,243 2,330,990 6,747

合計 3,855,500 5,876,284 2,020,783

区分
中間貸借対照表計上額 

(千円)

その他有価証券

マネー・マネジメント・ファンド 753,093

実績配当型金銭信託 500,000

非上場株式 328,125

合計 1,581,218



前事業年度末（平成19年３月31日） 

１ 満期保有目的の債券で時価のあるもの 

  

 
  

２ その他有価証券で時価のあるもの 

  

 
(注) その他有価証券で時価があるものの減損処理の基準は、時価が取得価額の30％以上下落した場合、回復する

見込があると認められる場合を除き、減損処理を行っております。 

なお、当事業年度においては、減損処理を行ったものはありません。 

  

３ 時価評価されていない主な「有価証券」 

  

 
(注) 当事業年度においては、減損処理を行ったものはありません。 

  

区分
貸借対照表計上額

(千円)
時価
(千円)

差額 
(千円)

(1) 国債・地方債 ─ ─ ─

(2) 社債 ─ ─ ─

(3) その他 1,800,003 1,530,670 △269,333

合計 1,800,003 1,530,670 △269,333

区分
取得原価
(千円)

貸借対照表計上額
(千円)

差額 
(千円)

(1) 株式 1,528,808 3,977,529 2,448,720

(2) 債券 ─ ─ ─

(3) その他 2,353,243 2,330,010 △23,232

合計 3,882,051 6,307,539 2,425,487

区分
貸借対照表計上額

(千円)

その他有価証券

マネー・マネジメント・ファンド 751,782

実績配当型金銭信託 500,000

非上場株式 828,125

合計 2,079,907



(デリバティブ取引関係) 

前中間会計期間(自 平成18年４月１日 至 平成18年９月30日) 

 当社は、デリバティブ取引を全く利用しておりませんので、該当事項はありません。 

当中間会計期間(自 平成19年４月１日 至 平成19年９月30日) 

 当社は、デリバティブ取引を全く利用しておりませんので、該当事項はありません。 

前事業年度(自 平成18年４月１日 至 平成19年３月31日) 

 当社は、デリバティブ取引を全く利用しておりませんので、該当事項はありません。 

  

(ストック・オプション等関係) 

前中間会計期間(自 平成18年４月１日 至 平成18年９月30日) 

 該当事項はありません。 

当中間会計期間(自 平成19年４月１日 至 平成19年９月30日) 

 該当事項はありません。 

前事業年度(自 平成18年４月１日 至 平成19年３月31日) 

 該当事項はありません。 

  

(持分法損益等) 

前中間会計期間(自 平成18年４月１日 至 平成18年９月30日) 

 当社は、関連会社を有しないため、該当事項はありません。 

当中間会計期間(自 平成19年４月１日 至 平成19年９月30日) 

 当社は、関連会社を有しないため、該当事項はありません。 

前事業年度(自 平成18年４月１日 至 平成19年３月31日) 

 当社は、関連会社を有しないため、該当事項はありません。 

  

(企業結合等関係) 

前中間会計期間(自 平成18年４月１日 至 平成18年９月30日) 

 該当事項はありません。 

当中間会計期間(自 平成19年４月１日 至 平成19年９月30日) 

 該当事項はありません。 

前事業年度(自 平成18年４月１日 至 平成19年３月31日) 

 該当事項はありません。 

  



(１株当たり情報) 

  

 
(注) １ 潜在株式調整後１株当たり中間(当期)純利益金額については、潜在株式がないため、また、当中間会計期

間は１株当たり中間純損失であるため記載しておりません。 

２ 算定上の基礎 

    

 (1) １株当たり純資産額 

 
  
 (2) １株当たり中間(当期)純利益又は中間純損失金額 

  

 
  

前中間会計期間
(自 平成18年４月１日
至 平成18年９月30日)

当中間会計期間
(自 平成19年４月１日
至 平成19年９月30日)

前事業年度
(自 平成18年４月１日
至 平成19年３月31日)

１株当たり純資産額

2,347円05銭

１株当たり純資産額

2,324円30銭

１株当たり純資産額

2,352円95銭

１株当たり中間純利益金額

37円35銭

１株当たり中間純損失金額

1円26銭

１株当たり当期純利益金額

70円23銭

前中間会計期間末
(平成18年９月30日)

当中間会計期間末
(平成19年９月30日)

前事業年度末
(平成19年３月31日)

純資産の部の合計額 千円 36,916,818 36,347,906 37,009,310

普通株式に係る純資産額 千円 36,916,818 36,347,906 37,009,310

差額の主な内訳 千円 ─ ─ ─

普通株式の発行済株式数 株 15,732,000 15,732,000 15,732,000

普通株式の自己株式数 株 2,992 93,806 3,122

１株当たり純資産額の算
定に用いられた普通株式
の数

株 15,729,008 15,638,194 15,728,878

前中間会計期間
(自 平成18年４月１日
至 平成18年９月30日)

当中間会計期間
(自 平成19年４月１日
至 平成19年９月30日)

前事業年度
(自 平成18年４月１日
至 平成19年３月31日)

中間(当期)純利益又は中
間純損失（△）金額

千円 587,483 △19,782 1,104,575

普通株主に帰属しない金
額

千円 ─ ─ ─

普通株式に係る 
中間(当期)純利益又は中
間純損失（△）金額

千円 587,483 △19,782 1,104,575

普通株式の期中平均株式数 株 15,729,045 15,709,479 15,728,997



(重要な後発事象) 

 
  

前中間会計期間
(自 平成18年４月１日
至 平成18年９月30日)

当中間会計期間
(自 平成19年４月１日
至 平成19年９月30日)

前事業年度
(自 平成18年４月１日
至 平成19年３月31日)

――――― ――――― （自己株式の取得)

  当社は、平成19年６月11日開催

の取締役会において、会社法第165

条第３項の規定により読み替えて

適用される同法第156条の規定に基

づき、自己株式を取得することを

決議しました。

 (1) 自己株式の取得を行う理由

    資本効率の向上を図るととも

に、経営環境の変化に対応した機

動的な資本政策を可能とするため

 (2) 取得の内容
 ① 取得する株式の種類
   普通株式
 ② 取得する株式の総数
   180,000株 (上限)
 ③ 株式の取得価額の総額
   300,000千円 (上限)
 ④ 取得する期間
   平成19年６月25日から 

    平成19年12月11日まで



(2) 【その他】 

平成19年11月２日開催の取締役会において、当期中間配当に関し、次のとおり決議いたしました。 

 
(注) 平成19年 ９月30日の最終の株主名簿及び実質株主名簿に記載された株主又は登録株式質権者に対して

支払いを行います。 

  

(イ)中間配当による配当金の総額 258,030千円

(ロ)１株当りの金額 16円50銭

(ハ)支払請求の効力発生日及び支払開始日 平成19年12月10日



第６ 【提出会社の参考情報】 

当中間会計期間の開始日から半期報告書提出日までの間に、次の書類を提出しております。 

  

(1) 有価証券報告書及びその添付書類 

事業年度 第53期(自 平成18年４月１日 至 平成19年３月31日)平成19年６月22日関東財務局長に提出 

  

(2) 有価証券報告書の訂正報告書 

事業年度 第53期(自 平成18年４月１日 至 平成19年３月31日)平成19年９月７日関東財務局長に提出 

  

(3) 臨時報告書 

当社の主要株主に異動がありましたので、企業内容等の開示に関する内閣府令第19条第２項第４号の規

定に基づく臨時報告書を平成19年10月９日関東財務局長に提出 

  

(4) 自己株券買付状況報告書 

平成19年７月13日関東財務局長に提出 

平成19年８月９日関東財務局長に提出 

平成19年９月11日関東財務局長に提出 

平成19年10月10日関東財務局長に提出 

平成19年11月９日関東財務局長に提出 

平成19年12月11日関東財務局長に提出 

  



該当事項はありません。 

  

第二部 【提出会社の保証会社等の情報】



独 立 監 査 人 の 中 間 監 査 報 告 書 

平成１８年１２月１３日

前 澤 化 成 工 業 株 式 会 社 

取 締 役 会  御 中 

  

当監査法人は、証券取引法第193条の２の規定に基づく監査証明を行うため、「経理の状況」に掲げられている前澤化成工業株式会

社の平成１８年４月１日から平成１９年３月３１日までの第５３期事業年度の中間会計期間（平成１８年４月１日から平成１８年９

月３０日まで）に係る中間財務諸表、すなわち、中間貸借対照表、中間損益計算書、中間株主資本等変動計算書及び中間キャッシ

ュ・フロー計算書について中間監査を行った。この中間財務諸表の作成責任は経営者にあり、当監査法人の責任は独立の立場から中

間財務諸表に対する意見を表明することにある。 

当監査法人は、我が国における中間監査の基準に準拠して中間監査を行った。中間監査の基準は、当監査法人に中間財務諸表には

全体として中間財務諸表の有用な情報の表示に関して投資者の判断を損なうような重要な虚偽の表示がないかどうかの合理的な保証

を得ることを求めている。中間監査は分析的手続等を中心とした監査手続に必要に応じて追加の監査手続を適用して行われている。

当監査法人は、中間監査の結果として中間財務諸表に対する意見表明のための合理的な基礎を得たと判断している。 

当監査法人は、上記の中間財務諸表が、我が国において一般に公正妥当と認められる中間財務諸表の作成基準に準拠して、前澤化

成工業株式会社の平成１８年９月３０日現在の財政状態並びに同日をもって終了する中間会計期間（平成１８年４月１日から平成１

８年９月３０日まで）の経営成績及びキャッシュ・フローの状況に関する有用な情報を表示しているものと認める。 

  

会社と当監査法人又は業務執行社員との間には、公認会計士法の規定により記載すべき利害関係はない。 

  

以  上 

  

 （※）上記は、中間監査報告書の原本に記載された事項を電子化したものであり、その原本は当社(半期報告書提出会社)が別途保

管しております。 

み す ず 監 査 法 人 

  

  
指 定 社 員
業務執行社員 

公認会計士 鈴 木 一 夫 

      

  
指 定 社 員
業務執行社員 

公認会計士 柳 井 浩 一 

      



独立監査人の中間監査報告書 
 
  

平成19年12月５日

前澤化成工業株式会社 

  取締役会 御中 

  

 

  
 

  
 

  
 

  

当監査法人は、金融商品取引法第193条の２第１項の規定に基づく監査証明を行うため、「経理の状況」

に掲げられている前澤化成工業株式会社の平成19年４月１日から平成20年３月31日までの第54期事業年度の

中間会計期間（平成19年４月１日から平成19年９月30日まで）に係る中間財務諸表、すなわち、中間貸借対

照表、中間損益計算書、中間株主資本等変動計算書及び中間キャッシュ・フロー計算書について中間監査を

行った。この中間財務諸表の作成責任は経営者にあり、当監査法人の責任は独立の立場から中間財務諸表に

対する意見を表明することにある。 

当監査法人は、我が国における中間監査の基準に準拠して中間監査を行った。中間監査の基準は、当監査

法人に中間財務諸表には全体として中間財務諸表の有用な情報の表示に関して投資者の判断を損なうような

重要な虚偽の表示がないかどうかの合理的な保証を得ることを求めている。中間監査は分析的手続等を中心

とした監査手続に必要に応じて追加の監査手続を適用して行われている。当監査法人は、中間監査の結果と

して中間財務諸表に対する意見表明のための合理的な基礎を得たと判断している。 

当監査法人は、上記の中間財務諸表が、我が国において一般に公正妥当と認められる中間財務諸表の作成

基準に準拠して、前澤化成工業株式会社の平成19年９月30日現在の財政状態並びに同日をもって終了する中

間会計期間（平成19年４月１日から平成19年９月30日まで）の経営成績及びキャッシュ・フローの状況に関

する有用な情報を表示しているものと認める。 

会社と当監査法人又は業務執行社員との間には、公認会計士法の規定により記載すべき利害関係はない。

以 上 

  

 

新日本監査法人

指定社員 
業務執行社員

公認会計士  浜  田  正  継  ㊞

指定社員 
業務執行社員

公認会計士  鈴  木  一  夫  ㊞

指定社員 
業務執行社員

公認会計士  柳  井  浩  一  ㊞

(※) 上記は、中間監査報告書の原本に記載された事項を電子化したものであり、その原本は当社(半期報告書提出会

社)が別途保管しております。
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